
令和７年第１回岐阜県議会定例会提出予定議案の概要（条例その他）

（令和７年２月１７日）

議第２８号 岐阜県職員定数条例及び岐阜県市町村立学校職員定数条例の一部
を改正する条例について

[担当課：人事課]

１ 岐阜県職員定数条例の一部改正
⑴ 県職員の定数を次のとおり変更する。

区 分
変 更 前 変 更 後

定 数 備 考 定 数 備 考

知事の事務部局（美術館、 4,441人 4,465人 ＋24

現代陶芸美術館、図書館、

博物館、高山陣屋管理事務

所、情報科学芸術大学院大

学及び企業会計職員（都市

建築部）を除く。）

美術館、現代陶芸美術館、 173人 うち､教員は､ 173人 うち､教員は､ ±0

図書館、博物館、高山陣屋 45人とする｡ 45人とする｡

管理事務所、情報科学芸術

大学院大学、国際園芸アカ

デミー及び森林文化アカデ

ミー

企業会計職員(都市建築部) 67人 67人 ±0

議会の事務部局 29人 29人 ±0

選挙管理委員会の事務部局 5人 5人 ±0

監査委員の事務部局 20人 20人 ±0

人事委員会の事務部局 12人 12人 ±0

労働委員会の事務部局 8人 8人 ±0

教育委員会の事務部局 276人 284人 ＋8

学校 5,428人 うち､教員は､ 5,358人 うち､教員は､ ▲70

4,656人とす 4,596人とす

る｡ る｡

警察 3,967人 うち､警察官 3,963人 うち､警察官 ▲4

は､3 , 5 3 4人 は､3 , 5 2 7人

（警視121人､ （警視121人､

警部2 5 6人､ 警部2 5 6人､

警部補及び巡 警部補及び巡

査部長2,071人､ 査部長2,067人､

巡査1,086人） 巡査1,083人）

とする｡ とする｡

合計 14,426人 14,384人 ▲42

資料５
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⑵ 育児休業等をしている職員が職務に復帰した場合に、その復帰の日
の属する年度内に限り定数の外に置くことができる職員の範囲を、警
察官以外の職員にも拡大する。

２ 岐阜県市町村立学校職員定数条例の一部改正
市町村立学校職員の定数を次のとおり変更する。

区 分
変 更 前 変 更 後

定 数 備 考 定 数 備 考

小学校、中学校及び義務教 11,923人 うち､教員は､ 11,960人 うち､教員は､ ＋37

育学校 11,333人とす 11,358人とす

る｡ る｡

特別支援学校 148人 うち､教員は､ 210人 うち､教員は､ ＋62

141人とする｡ 201人とする｡

定時制高等学校 31人 31人 ±0

合計 12,102人 12,201人 ＋99

（令和７年４月１日から施行）
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議第２９号 岐阜県職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例及び岐
阜県職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例について

[担当課：人事課]

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法
律の一部改正に伴い、次の２条例について所要の規定の整備を行う。

１ 岐阜県職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例

⑴ 子のある職員が当該子を養育するために請求した場合に、任命権者が
時間外勤務をさせてはならない（※）職員の範囲を次のとおり拡大する。
※ 公務の正常な運営を妨げる場合を除く。

【改正前】３歳に満たない子のある職員
【改正後】小学校就学の始期に達するまでの子のある職員

⑵ 国家公務員に準じて、次の措置を講じることを任命権者に義務付ける。
ア 職員が家族の介護に直面した旨を申し出た場合の仕事と介護の両
立支援制度等の個別の周知・意向確認

イ 職員への仕事と介護の両立支援制度等に関する早期の情報提供
ウ 勤務環境の整備（研修等の開催、相談窓口の設置等）

⑶ その他所要の規定の整理を行う。

２ 岐阜県職員の育児休業等に関する条例

所要の規定の整理を行う。

（令和７年４月１日から施行）
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議第３０号 岐阜県職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例等の
一部を改正する条例について

[担当課：人事課]

岐阜県人事委員会の令和６年１２月１９日付けの給与についての勧告等
に鑑み、次のとおり所要の規定の整備を行う。

１ 行政職給料表を改定し、職務や職責をより重視した内容に見直す。ま
た、その他の給料表についても、行政職給料表との均衡を基本に見直す。

２ 扶養手当について、配偶者に係る手当を廃止するとともに、子に係る
手当額を次のとおり引き上げる。

【改正前】子１人につき、月額１０，０００円
【改正後】子１人につき、月額１３，０００円

３ 地域手当について、次のとおり支給割合を見直す。

支給地域 現 行 見直し後

岐阜市 ３％ １．８％

大垣市、多治見市、美濃加茂市、
３％ １％

各務原市、可児市及び瑞穂市

その他県内市町村 １％ １％

４ 通勤手当について、１箇月当たりの支給限度額を１５０，０００円に
引き上げるとともに、新幹線や高速道路等に係る特別料金の支給要件を
見直す。

５ 管理職員特別勤務手当について、平日深夜の支給対象時間帯を次のと
おり拡大する。

【改正前】午前０時から午前５時までの間
【改正後】午後１０時から翌日の午前５時までの間

６ 寒冷地手当（４級地）について、支給地域を次のとおり見直す。

【改正前】高山市 飛驒市 郡上市 大野郡
【改正後】高山市 飛驒市 大野郡
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７ 定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員に対し、住居手当等
（※）を新たに支給する。
※ 住居手当、特地勤務手当等、へき地手当等、寒冷地手当及び医師の特例に係る

地域手当

８ 特定任期付職員に支給する特定任期付職員業績手当を廃止し、勤勉手
当を新たに支給する。

９ その他所要の規定の整理を行う。

（令和７年４月１日から施行）

議第３１号 岐阜県部等設置条例の一部を改正する条例について
[担当課：人事課]

１ 清流の国推進部の名称を総合企画部とする。

２ エネルギーに関する事務を環境生活部の分掌事務とし、同部の名称を

環境エネルギー生活部とする。

３ 子ども・女性部を設置する。
※ 私学振興及び青少年の健全育成に関する事務を環境生活部から移管

４ スポーツに関する事務を清流の国推進部から、文化及び芸術に関する
事務を環境生活部からそれぞれ観光国際部へ移管し、同部の名称を観光
文化スポーツ部とする。

（令和７年４月１日から施行）
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議第３２号 刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関す
る条例について

[担当課：法務・情報公開課]

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴い、次の２８条例について所要
の規定の整理を行う。

１ 岐阜県職員退隠料給与条例
２ 岐阜県職員の分限に関する条例
３ 岐阜県職員退職手当条例
４ 岐阜県職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例
５ 岐阜県青少年健全育成条例
６ 集会及び集団行進並びに集団示威運動に関する条例
７ 岐阜県迷惑行為防止条例
８ 岐阜県立自然公園条例
９ 岐阜県屋外広告物条例
10 岐阜県公害防止条例
11 岐阜県心身障害者扶養共済制度条例
12 岐阜県自然環境保全条例
13 岐阜県浄化槽の保守点検業者の登録に関する条例
14 拡声機による暴騒音の規制に関する条例
15 岐阜県情報公開条例
16 岐阜県砂防指定地の管理及び砂防設備占用料等の徴収に関する条例
17 岐阜県希少野生生物保護条例
18 岐阜県暴走族等の根絶に関する条例
19 岐阜県埋立て等の規制に関する条例
20 岐阜県統計調査条例
21 岐阜県暴力団排除条例
22 岐阜県使用済金属類営業に関する条例
23 岐阜県風俗案内業の規制に関する条例
24 岐阜県薬物の濫用の防止に関する条例
25 岐阜県行政不服審査会条例
26 岐阜県個人情報の保護に関する法律施行条例
27 岐阜県個人情報保護審査会条例
28 岐阜県議会の保有する個人情報の保護に関する条例

（令和７年６月１日から施行）
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議第３３号 岐阜県消防団協力事業所の支援のための事業税の課税の特例に関
する条例の一部を改正する条例について

[担当課：税務課]

消防団協力事業所（※１）を有する者のうち一定の要件を満たす者に対
する事業税の課税の特例（※２）について、その適用期間を３年延長する。
※１ 消防団活動に協力している事業所として市町村長から表示証の交付を受けたもの

※２ 特例の概要は、次の表のとおり

対 象 軽 減 内 容

県内の消防団協力事業所において消防団員を１人以上 税額を２分の１に軽減

雇用している等、一定の要件を満たす法人又は個人が （上限100万円（※３））

行う事業

※３ 消防団員数が従業員数（役員及び個人事業主を含む。）の１割以上の場合は、

上限200万円

（令和７年４月１日から施行）

議第３４号 岐阜県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例について
[担当課：市町村課]

１ 次の事務について市町村への権限移譲を行う。（３法令２９項目）

⑴ 農地・農業関係
農地法１項目の事務

⑵ 保健・福祉関係
母子及び父子並びに寡婦福祉法１項目の事務

⑶ 環境・生活関係
特定非営利活動促進法２７項目の事務

２ その他所要の規定の整理を行う。

（令和７年４月１日から施行）
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議第３５号 岐阜県情報通信技術を活用した行政の推進等に関する条例等の一
部を改正する条例について

[担当課：デジタル戦略推進課]

情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並び
に行政運営の簡素化及び効率化を図るためのデジタル社会形成基本法等の
一部を改正する法律の施行に伴い、次の３条例について所要の規定の整理
を行う。

１ 岐阜県情報通信技術を活用した行政の推進等に関する条例
２ 岐阜県個人番号の利用等に関する条例
３ 岐阜県議会の保有する個人情報の保護に関する条例

（令和７年４月１日から施行）
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議第３６号 岐阜県軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例
等の一部を改正する条例について

[担当課：健康福祉政策課]

栄養士法の一部改正に伴い、次の１５条例について所要の規定の整理を
行う。

１ 岐阜県軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例
２ 岐阜県養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例
３ 岐阜県特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例
４ 岐阜県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営等に関する基
準を定める条例

５ 岐阜県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営等に関す
る基準を定める条例

６ 岐阜県指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営等に関する基準を
定める条例

７ 岐阜県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営等に関する基準を
定める条例

８ 岐阜県指定障害児入所施設の人員、設備及び運営等に関する基準を定
める条例

９ 岐阜県障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条
例

10 岐阜県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営等に関す
る基準を定める条例

11 岐阜県障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例
12 岐阜県指定障害者支援施設の人員、設備及び運営等に関する基準を定
める条例

13 岐阜県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例
14 岐阜県救護施設等の設備及び運営に関する基準を定める条例
15 岐阜県女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例

（令和７年４月１日から施行）
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議第３７号 岐阜県厚生環境関係手数料徴収条例の一部を改正する条例について
[担当課：感染症対策推進課]

保健所及び保健環境研究所において行う衛生試験等に関する事務に係る
手数料の額を次のとおり改定する。

手 数 料
手数料の額（円）

の 名 称
区 分 単 位

改 定 前 改 定 後

血液学的 血液像検査 特殊染色 １検体 ４５０ ５４０
検査実施 を併せて につき
手数料 行う場合

免疫学的 梅毒血清反 ＦＴＡ－ １検体 １，２１０ １，１８０
検査実施 応検査（ト ＡＢＳ試 につき
手数料 レポネーマ 験

抗原使用検
査）

感染症血清 つつが虫 １株に １，８２０ １，７８０
反応検査 抗体価 つき

肝炎ウイル ＨＣＶ抗 １検体 ９５０ ８９０
ス関連検査 体価 につき

微生物学 排せつ物、 蛍光顕微 １検査 ５３０ ５８０
的検査実 しん出物又 鏡、暗視 項目に
施手数料 は分泌物の 野装置等 つき

細菌顕微鏡 を使用し
検査 ないもの

細菌培養同 口くう、 １検体 １，４１０ １，５８０
定検査 気道又は につき

呼吸器か
らの検体

消化管か １検体 １，５８０ １，７６０
らの検体 につき

泌尿器又 １検体 １，５００ １，６７０
は生殖器 につき
からの検
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体

血液又は １検体 １，８９０ １，９８０
せん刺液 につき

上記に掲 １検体 １，４１０ １，５８０
げる部位 につき
以外の部
位からの
検体

細菌薬剤感 １菌種 １検体 １，５００ １，６３０
受性検査 につき

２菌種 １検体 １，９４０ ２，１１０
につき

３菌種以 １検体 ２，４７０ ２，７３０
上 につき

抗酸菌分離培養検査 １検体 １，７９０ １，８４０
につき

抗酸菌薬剤 ４薬剤以 １検体 ３，３４０ ３，５２０
感受性検査 上 につき

（令和７年４月１日から施行）
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議第３８号 岐阜県県営水道用水供給事業において技術上の監督業務を行わせ
なければならない水道の布設工事等を定める条例等の一部を改正す
る条例について

[担当課：薬務水道課]

水道法施行令の一部改正に伴い、次のとおり規定の整備を行う。

１ 県営水道用水供給事業における布設工事監督者（※）の資格要件を次
のとおり見直す。
※ 水道の布設工事の施行に関する技術上の監督業務を行う者

⑴ 必要な実務経験年数の見直し
・ 水道以外の分野（工業用水道、下水道、道路又は河川）に関する実務経験を

含める。

・ 大学において土木工学科又はこれに相当する課程を修めて卒業した者に必要

な実務経験年数を、履修した学科目にかかわらず３年に統一

⑵ 学歴・学科要件に、機械工学科若しくは電気工学科又はこれらに相
当する課程を追加

⑶ １級土木施工管理技士（国家資格）を追加

２ 県営水道用水供給事業及び県が設置する専用水道における水道技術管
理者（※）の資格要件を次のとおり見直す。
※ 水道の管理について技術上の業務を担当する者

⑴ 必要な実務経験年数の見直し
・ 大学において土木工学科又はこれに相当する課程を修めて卒業した者に必要

な実務経験年数を、履修した学科目にかかわらず３年に統一

⑵ １級土木施工管理技士（国家資格）を追加

３ その他所要の規定の整理を行う。

（令和７年４月１日から施行）
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議第３９号 岐阜県幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運
営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例について

[担当課：子育て支援課]

幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基
準を定める内閣府・文部科学省・厚生労働省令の一部改正に伴い、幼保連
携型認定こども園に配置すべき職員の員数に算入することができる副園長
又は教頭の資格要件に係る特例（※）の適用期間を２年延長する。
※ 職員の員数に算入することができる副園長又は教頭は、幼稚園教諭免許状と保育

士登録の両方を受けた者に限るとされているところ、特例として、幼稚園教諭免許

状又は保育士登録のいずれか一方を受けていれば、職員の員数に算入することがで

きるとするもの

（公布の日から施行）

議第４０号 岐阜県一時保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例に
ついて

[担当課：子ども家庭課]

児童福祉法の一部改正に伴い、一時保護施設（※）の設備及び運営に関
する基準を定める。
※ 児童の安全を迅速に確保し適切な保護を図るため、又は児童の心身の状況、その

置かれている環境その他の状況を把握するため、児童を一時保護する施設。必要に

応じて児童相談所に設置される。

【主な内容】
○ 安全対策
○ 児童の権利の擁護
○ 設けるべき設備・定員
○ 職員の配置・資格
○ 衛生管理等

（公布の日から施行）
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議第４１号 岐阜県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の
一部を改正する条例について

[担当課：子ども家庭課]

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める省令の一部改正に伴
い、省令の改正内容に準じた改正を行う。

【内容】
〇 新たに児童福祉施設として位置付けられた里親支援センター（※１）
の設備及び運営に関する基準（※２）を定める。
※１ 里親支援事業（里親の普及啓発、入所児童と里親相互の交流の場の提供、里

親の選定・調整等）を行うほか、里親及び里親に養育される児童並びに里親に

なろうとする者について相談その他の援助を行うことを目的とする施設

※２ 設けるべき設備、職員の配置・資格等

〇 乳児院、母子生活支援施設、児童養護施設、児童心理治療施設及び児
童自立支援施設において自立支援計画を策定する際には、意見聴取その
他の措置をとることにより、児童等の意見又は意向を勘案しなければな
らないこととする。

〇 母子生活支援施設の設置者が入所中の児童に係る児童手当等の支給を
受けたときは、所定のルール（※）により管理しなければならないこと
とする。
※ 他の財産と区分すること、収支の状況を明らかにする帳簿を整備すること等

（公布の日から施行）
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議第４２号 岐阜県企画経済関係手数料徴収条例の一部を改正する条例について
[担当課：産業イノベーション推進課]

県の試験研究機関において行う工業試験等に関する事務に係る手数料に
ついて、次のとおり規定の整備を行う。

１ 新たに実施する次の区分に係る試験の手数料を新たに徴収する。

手 数 料
区 分

手数料の額
の 名 称 （１件につき）

窯業試験手 高精度熱膨張 1,000度以下のもの ４，９００円
数料

1,000度を超え1,300 ６，６００円
度以下のもの

ガス吸着法による比表面積測定 ７，９００円

ガス吸着法による細孔径分布測定 １６，２９０円

ゼータ電位（粒子分散液） ９，０００円

２ 熱膨張、窒素吸着法による比表面積測定及び窒素吸着法による細孔径
分布測定に係る窯業試験手数料を廃止する。

３ 試験に係る報告書等の郵送を必要とする場合に、手数料の額に加算す
る額を次のとおり改定する。

【改定前】郵送１通につき３００円
【改定後】郵便料金

（令和７年４月１日から施行）
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議第４３号 岐阜県土木関係手数料徴収条例の一部を改正する条例について
[担当課：建築指導課]

１ 建築基準法の一部改正に鑑み、建築基準法の施行に関する事務に係る
手数料の額を次のとおり改定する。

⑴ 建築確認申請等手数料

手数料の額（１件につき）

区 分
改 定 前 改 定 後

30㎡以下 ５，０００円 ７，０００円

30㎡超100㎡以下 ９，０００円 ２４，０００円

100㎡超200㎡以下 １４，０００円 ５６，０００円

床 200㎡超500㎡以下 １９，０００円 ８８，０００円

面 500㎡超1,000㎡以下 ３４，０００円 １１５，０００円

積 1,000㎡超2,000㎡以下 ４８，０００円 １６７，０００円

2,000㎡超10,000㎡以下 １４０，０００円 ２３８，０００円

10,000㎡超50,000㎡以下 ２４０，０００円 ３４６，０００円

50,000㎡超 ４６０，０００円 ６１３，０００円

建築設備

設置に係るもの ９，０００円 ２４，０００円

ただし、小荷物専用 ただし、小荷物専用

昇降機については、 昇降機については、
４，０００円 １０，０００円

変更に係るもの ５，０００円 １０，０００円
ただし、小荷物専用 ただし、小荷物専用

昇降機については、 昇降機については、

３，０００円 ７，０００円
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工作物

築造に係るもの ８，０００円 １８，０００円

変更に係るもの ４，０００円 ８，０００円

⑵ 建築工事完了検査申請等手数料

ア 中間検査を受けていないもの

手数料の額（１件につき）
区 分

改 定 前 改 定 後

30㎡以下 １０，０００円 １９，０００円

30㎡超100㎡以下 １２，０００円 ２４，０００円

100㎡超200㎡以下 １６，０００円 ４０，０００円

床 200㎡超500㎡以下 ２２，０００円 ５７，０００円

面 500㎡超1,000㎡以下 ３６，０００円 ７４，０００円

積 1,000㎡超2,000㎡以下 ５０，０００円 １０４，０００円

2,000㎡超10,000㎡以下 １２０，０００円 １８３，０００円

10,000㎡超50,000㎡以下 １９０，０００円 ２６０，０００円

50,000㎡超 ３８０，０００円 ４８１，０００円

建築設備 １３，０００円 ４８，０００円
ただし、小荷物専用 ただし、小荷物専用
昇降機については、 昇降機については、
８，０００円 ２６，０００円

工作物 ９，０００円 ３３，０００円
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イ 中間検査を受けたもの

手数料の額（１件につき）
区 分

改 定 前 改 定 後

30㎡以下 ９，０００円 １８，０００円

30㎡超100㎡以下 １１，０００円 ２３，０００円

100㎡超200㎡以下 １５，０００円 ３８，０００円

床 200㎡超500㎡以下 ２１，０００円 ５５，０００円

面 500㎡超1,000㎡以下 ３５，０００円 ７１，０００円

積 1,000㎡超2,000㎡以下 ４７，０００円 １０２，０００円

2,000㎡超10,000㎡以下 １１０，０００円 １７２，０００円

10,000㎡超50,000㎡以下 １８０，０００円 ２４８，０００円

50,000㎡超 ３７０，０００円 ４６９，０００円

⑶ 建築工事中間検査申請等手数料

手数料の額（１件につき）
区 分

改 定 前 改 定 後

30㎡以下 ９，０００円 １８，０００円

30㎡超100㎡以下 １１，０００円 ２３，０００円

100㎡超200㎡以下 １５，０００円 ３７，０００円

床 200㎡超500㎡以下 ２０，０００円 ５３，０００円

面 500㎡超1,000㎡以下 ３３，０００円 ６９，０００円

積 1,000㎡超2,000㎡以下 ４５，０００円 ９１，０００円
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2,000㎡超10,000㎡以下 １００，０００円 １５１，０００円

10,000㎡超50,000㎡以下 １６０，０００円 ２１４，０００円

50,000㎡超 ３３０，０００円 ４１６，０００円

２ 建築士法の施行に関する事務に係る手数料の額を次のとおり改定する。

手数料の額（１件につき）
手数料の名称

改 定 前 改 定 後

一級建築士事務所登録簿登録 １７，０００円 ２３，０００円
手数料

二級建築士木造建築士事務所 １２，０００円 ２３，０００円
登録簿登録手数料

一級建築士事務所登録簿更新 １７，０００円 ２３，０００円
手数料

二級建築士木造建築士事務所 １２，０００円 ２３，０００円
登録簿更新手数料

３ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律の一部改正に伴い、
次のとおり規定の整備を行う。

⑴ 建築確認申請等手数料について、建築物エネルギー消費性能基準へ
の適合を確認する場合の加算額を次のとおり定める。

区 分 手数料の額（１件につき）

一戸建ての住宅

床 200㎡未満 １４，０００円
面
積 200㎡以上 １６，０００円

共同住宅等

300㎡未満 ２７，０００円
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床 300㎡以上2,000㎡未満 ４２，０００円
面
積 2,000㎡以上5,000㎡未満 ６６，０００円

5,000㎡以上 ８６，０００円

⑵ 建築物エネルギー消費性能適合性判定手数料について、次の区分に
係る手数料を新たに徴収する。
※ 評価方法等の違いにより、金額が異なる。以下同じ。

手数料の額（１件につき）
区 分

計画（※）作成時 計画（※）変更時

一戸建ての住宅 ５，０００円 ３，０００円
～３７，０００円 ～１９，０００円

共同住宅の住戸部分

１ ５，０００円 ３，０００円
～３７，０００円 ～１９，０００円

１超５以下 １０，０００円 ６，０００円
～７５，０００円 ～３８，０００円

５超10以下 １７，０００円 １０，０００円
～１０５，０００円 ～５４，０００円

申 10超25以下 ２９，０００円 １７，０００円
～１４８，０００円 ～７７，０００円

請
25超50以下 ４９，０００円 ２９，０００円

戸 ～２１２，０００円 ～１１１，０００円

数 50超100以下 ８７，０００円 ５２，０００円
～３０５，０００円 ～１６１，０００円

100超200以下 １３８，０００円 ８３，０００円
～４１３，０００円 ～２２０，０００円

200超300以下 １７４，０００円 １０４，０００円
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～５４１，０００円 ～２８８，０００円

300超 １８６，０００円 １１１，０００円
～６３５，０００円 ～３３６，０００円

共同住宅の共用部分

300㎡以下 １０，０００円 ６，０００円
～１１８，０００円 ～６０，０００円

300㎡超1,000㎡以下 １８，０００円 １１，０００円
～１４９，０００円 ～７６，０００円

1,000㎡超2,000㎡以下 ２９，０００円 １７，０００円
床 ～１９５，０００円 ～１００，０００円

面 2,000㎡超5,000㎡以下 ８７，０００円 ５２，０００円
～３０４，０００円 ～１６１，０００円

積
5,000㎡超10,000㎡以下 １３８，０００円 ８３，０００円

～３９０，０００円 ～２０９，０００円

10,000㎡超25,000㎡以下 １７４，０００円 １０４，０００円
～４６６，０００円 ～２５１，０００円

25,000㎡超 ２１８，０００円 １３１，０００円
～５４３，０００円 ～２９３，０００円

※ 建築物（増改築をする場合にあっては、増改築をする部分）のエネルギー消費

性能の確保のための構造及び設備に関する計画をいう。５⑶において同じ。

⑶ 軽微変更該当証明書交付手数料について、名称を性能確保計画軽微
変更該当証明書交付手数料に変更するとともに、次の区分に係る手数
料を新たに徴収する。

区 分 手数料の額（１件につき）

一戸建ての住宅 ５，０００円 ～１０，０００円

共同住宅の住戸部分

１ ５，０００円 ～１０，０００円
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１超５以下 ９，０００円 ～１９，０００円

５超10以下 １４，０００円 ～２７，０００円
申
10超25以下 ２０，０００円 ～３８，０００円

請
25超50以下 ３０，０００円 ～５５，０００円

戸
50超100以下 ４７，０００円 ～８０，０００円

数
100超200以下 ６７，０００円～１１０，０００円

200超300以下 ８６，０００円～１４４，０００円

300超 ９８，０００円～１６８，０００円

共同住宅の共用部分

300㎡以下 ３０，０００円

300㎡超1,000㎡以下 ３８，０００円

床 1,000㎡超2,000㎡以下 ５０，０００円

面 2,000㎡超5,000㎡以下 ８０，０００円

積 5,000㎡超10,000㎡以下 １０４，０００円

10,000㎡超25,000㎡以下 １２５，０００円

25,000㎡超 １４７，０００円

⑷ 性能表示認定申請手数料を廃止する。
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４ 低炭素建築物新築等計画及び建築物エネルギー消費性能向上計画の認
定について、次のとおり規定の整備を行う。

⑴ 次の手数料について、仕様・計算併用法（※）により評価する場合
の手数料の額を次のとおり定める。
※ 住宅の外皮性能（断熱性能）又はエネルギー消費性能の一方を、国が示す仕

様で判断（計算不要）する評価方法

ア 低炭素建築物新築等計画認定申請手数料及び性能向上計画認定申
請手数料

区 分 手数料の額（１件につき）

一戸建て住宅 ２８，０００円

共同住宅の住戸部分

１ ２８，０００円

１超５以下 ５５，０００円

５超10以下 ７８，０００円
申
10超25以下 １１０，０００円

請
25超50以下 １６２，０００円

戸
50超100以下 ２３６，０００円

数
100超200以下 ３２５，０００円

200超300以下 ４２６，０００円

300超 ４９０，０００円

イ 低炭素建築物新築等計画変更認定申請手数料及び性能向上計画変
更認定申請手数料

区 分 手数料の額（１件につき）

一戸建て住宅 １４，０００円

-23-



共同住宅の住戸部分

１ １４，０００円

１超５以下 ２９，０００円

５超10以下 ４１，０００円
申
10超25以下 ５８，０００円

請
25超50以下 ８６，０００円

戸
50超100以下 １２７，０００円

数
100超200以下 １７６，０００円

200超300以下 ２３０，０００円

300超 ２６４，０００円

⑵ 低炭素建築物新築等計画軽微変更該当証明書交付手数料及び性能向
上計画軽微変更該当証明書交付手数料を新たに徴収する。

手数料の額（１件につき）

区 分 基準に適合すること 基準に適合すること
を証する書面を添付 を証する書面を添付
する場合 しない場合

一戸建ての住宅 ２，０００円 ５，０００円
～１０，０００円

共同住宅の住戸部分

１ ２，０００円 ５，０００円
～１０，０００円

１超５以下 ３，０００円 ９，０００円
～１９，０００円

５超10以下 ５，０００円 １４，０００円
～２７，０００円
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申 10超25以下 ９，０００円 ２０，０００円
～３８，０００円

請
25超50以下 １５，０００円 ３０，０００円

戸 ～５５，０００円

数 50超100以下 ２６，０００円 ４７，０００円
～８０，０００円

100超200以下 ４１，０００円 ６７，０００円
～１１０，０００円

200超300以下 ５２，０００円 ８６，０００円
～１４４，０００円

300超
５６，０００円 ９８，０００円

～１６８，０００円

共同住宅の共用部分

300㎡以下 ３，０００円 ３０，０００円

300㎡超1,000㎡以下 ５，０００円 ３８，０００円

床 1,000㎡超2,000㎡以下 ９，０００円 ５０，０００円

面 2,000㎡超5,000㎡以下 ２６，０００円 ８０，０００円

積 5,000㎡超10,000㎡以下 ４１，０００円 １０４，０００円

10,000㎡超25,000㎡以下 ５２，０００円 １２５，０００円

25,000㎡超 ６５，０００円 １４７，０００円

住宅以外の建築物

300㎡以下 ３，０００円 ２４，０００円
～６２，０００円

300㎡超1,000㎡以下 ５，０００円 ３１，０００円
～７８，０００円

-25-



1,000㎡超2,000㎡以下 ９，０００円 ４１，０００円
床 ～１０１，０００円

面 2,000㎡超5,000㎡以下 ２６，０００円 ６８，０００円
～１４７，０００円

積
5,000㎡超10,000㎡以下 ４１，０００円 ９０，０００円

～１８２，０００円

10,000㎡超25,000㎡以下 ５２，０００円 １０９，０００円
～２１６，０００円

25,000㎡超 ６５，０００円 １２９，０００円
～２４７，０００円

５ 次のとおり手数料の額を改定する。

⑴ 低炭素建築物新築等計画認定申請手数料及び性能向上計画認定申請
手数料

ア 基準に適合することを証する書面を添付する場合

手数料の額（１件につき）
区 分

改 定 前 改 定 後

一戸建ての住宅 ５，０００円 ５，０００円

共同住宅の住戸部分

１ ５，０００円 ５，０００円

１超５以下 １０，０００円 １０，０００円

申
５超10以下 １７，０００円 １７，０００円

請
10超25以下 ２９，０００円 ２９，０００円

戸
25超50以下 ４８，０００円 ４９，０００円

数
50超100以下 ８５，０００円 ８７，０００円
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100超200以下 １３５，０００円 １３８，０００円

200超300以下 １７０，０００円 １７４，０００円

300超 １８１，０００円 １８６，０００円

共同住宅の共用部分

300㎡以下 １０，０００円 １０，０００円

300㎡超1,000㎡以下 １８，０００円 １８，０００円

床 1,000㎡超2,000㎡以下 ２９，０００円 ２９，０００円

面 2,000㎡超5,000㎡以下 ８５，０００円 ８７，０００円

積 5,000㎡超10,000㎡以下 １３５，０００円 １３８，０００円

10,000㎡超25,000㎡以下 １７０，０００円 １７４，０００円

25,000㎡超 ２１３，０００円 ２１８，０００円

住宅以外の建築物

300㎡以下 １０，０００円 １０，０００円

300㎡超1,000㎡以下 １８，０００円 １８，０００円

床 1,000㎡超2,000㎡以下 ２９，０００円 ２９，０００円

面 2,000㎡超5,000㎡以下 ８５，０００円 ８７，０００円

積 5,000㎡超10,000㎡以下 １３５，０００円 １３８，０００円

10,000㎡超25,000㎡以下 １７０，０００円 １７４，０００円

25,000㎡超 ２１３，０００円 ２１８，０００円
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イ 基準に適合することを証する書面を添付しない場合

手数料の額（１件につき）
区 分

改 定 前 改 定 後

一戸建ての住宅 １８，０００円 １９，０００円
～３６，０００円 ～３７，０００円

共同住宅の住戸部分

１ １８，０００円 １９，０００円
～３６，０００円 ～３７，０００円

１超５以下 ３４，０００円 ３６，０００円
～７３，０００円 ～７５，０００円

５超10以下 ４９，０００円 ５１，０００円
～１０３，０００円 ～１０５，０００円

申 10超25以下 ７１，０００円 ７４，０００円
～１４５，０００円 ～１４８，０００円

請
25超50以下 １０６，０００円 １１２，０００円

戸 ～２０８，０００円 ～２１２，０００円

数 50超100以下 １６０，０００円 １６９，０００円
～２９８，０００円 ～３０５，０００円

100超200以下 ２２８，０００円 ２４１，０００円
～４０４，０００円 ～４１３，０００円

200超300以下 ２９５，０００円 ３１１，０００円
～５２９，０００円 ～５４１，０００円

300超 ３３６，０００円 ３５４，０００円
～６２２，０００円 ～６３５，０００円

共同住宅の共用部分

300㎡以下 １１６，０００円 １１８，０００円

300㎡超1,000㎡以下 １４６，０００円 １４９，０００円
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床 1,000㎡超2,000㎡以下 １９１，０００円 １９５，０００円

面 2,000㎡超5,000㎡以下 ２９８，０００円 ３０４，０００円

積 5,000㎡超10,000㎡以下 ３８２，０００円 ３９０，０００円

10,000㎡超25,000㎡以下 ４５６，０００円 ４６６，０００円

25,000㎡超 ５３２，０００円 ５４３，０００円

住宅以外の建築物

300㎡以下 ９２，０００円 ９４，０００円
～２４２，０００円 ～２４７，０００円

300㎡超1,000㎡以下 １１７，０００円 １２０，０００円
～３０３，０００円 ～３０９，０００円

1,000㎡超2,000㎡以下 １５４，０００円 １５８，０００円
床 ～３９１，０００円 ～３９９，０００円

面 2,000㎡超5,000㎡以下 ２４８，０００円 ２５６，０００円
～５５８，０００円 ～５６９，０００円

積
5,000㎡超10,000㎡以下 ３２４，０００円 ３３４，０００円

～６８７，０００円 ～７０１，０００円

10,000㎡超25,000㎡以下 ３９０，０００円 ４０２，０００円
～８１２，０００円 ～８２９，０００円

25,000㎡超 ４５７，０００円 ４７１，０００円
～９２６，０００円 ～９４６，０００円
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⑵ 低炭素建築物新築等計画変更認定申請手数料及び性能向上計画変更
認定申請手数料

ア 基準に適合することを証する書面を添付する場合

手数料の額（１件につき）
区 分

改 定 前 改 定 後

一戸建ての住宅 ３，０００円 ３，０００円

共同住宅の住戸部分

１ ３，０００円 ３，０００円

１超５以下 ６，０００円 ６，０００円

５超10以下 １０，０００円 １０，０００円
申
10超25以下 １７，０００円 １７，０００円

請
25超50以下 ２９，０００円 ２９，０００円

戸
50超100以下 ５１，０００円 ５２，０００円

数
100超200以下 ８１，０００円 ８３，０００円

200超300以下 １０２，０００円 １０４，０００円

300超 １０９，０００円 １１１，０００円

共同住宅の共用部分

300㎡以下 ６，０００円 ６，０００円

300㎡超1,000㎡以下 １０，０００円 １１，０００円

床 1,000㎡超2,000㎡以下 １７，０００円 １７，０００円

面 2,000㎡超5,000㎡以下 ５１，０００円 ５２，０００円

積 5,000㎡超10,000㎡以下 ８１，０００円 ８３，０００円
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10,000㎡超25,000㎡以下 １０２，０００円 １０４，０００円

25,000㎡超 １２８，０００円 １３１，０００円

住宅以外の建築物

300㎡以下 ６，０００円 ６，０００円

300㎡超1,000㎡以下 １０，０００円 １１，０００円

床 1,000㎡超2,000㎡以下 １７，０００円 １７，０００円

面 2,000㎡超5,000㎡以下 ５１，０００円 ５２，０００円

積 5,000㎡超10,000㎡以下 ８１，０００円 ８３，０００円

10,000㎡超25,000㎡以下 １０２，０００円 １０４，０００円

25,000㎡超 １２８，０００円 １３１，０００円

イ 基準に適合することを証する書面を添付しない場合

手数料の額（１件につき）
区 分

改 定 前 改 定 後

一戸建ての住宅 １０，０００円 １０，０００円
～１９，０００円 ～１９，０００円

共同住宅の住戸部分

１ １０，０００円 １０，０００円
～１９，０００円 ～１９，０００円

１超５以下 １８，０００円 １９，０００円
～３８，０００円 ～３８，０００円

５超10以下 ２７，０００円 ２７，０００円
～５４，０００円 ～５４，０００円

申 10超25以下 ３８，０００円 ４０，０００円
～７６，０００円 ～７７，０００円
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請
25超50以下 ５８，０００円 ６１，０００円

戸 ～１０９，０００円 ～１１１，０００円

数 50超100以下 ８９，０００円 ９３，０００円
～１５８，０００円 ～１６１，０００円

100超200以下 １２７，０００円 １３４，０００円
～２１６，０００円 ～２２０，０００円

200超300以下 １６４，０００円 １７３，０００円
～２８２，０００円 ～２８８，０００円

300超 １８５，０００円 １９６，０００円
～３２９，０００円 ～３３６，０００円

共同住宅の共用部分

300㎡以下 ５９，０００円 ６０，０００円

300㎡超1,000㎡以下 ７４，０００円 ７６，０００円

床 1,000㎡超2,000㎡以下 ９８，０００円 １００，０００円

面 2,000㎡超5,000㎡以下 １５７，０００円 １６１，０００円

積 5,000㎡超10,000㎡以下 ２０５，０００円 ２０９，０００円

10,000㎡超25,000㎡以下 ２４５，０００円 ２５１，０００円

25,000㎡超 ２８７，０００円 ２９３，０００円

住宅以外の建築物

300㎡以下 ４７，０００円 ４８，０００円
～１２２，０００円 ～１２４，０００円

300㎡超1,000㎡以下 ６０，０００円 ６２，０００円
～１５３，０００円 ～１５６，０００円

1,000㎡超2,000㎡以下 ８０，０００円 ８２，０００円
床 ～１９９，０００円 ～２０２，０００円
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面 2,000㎡超5,000㎡以下 １３３，０００円 １３７，０００円
～２８７，０００円 ～２９３，０００円

積
5,000㎡超10,000㎡以下 １７６，０００円 １８１，０００円

～３５７，０００円 ～３６４，０００円

10,000㎡超25,000㎡以下 ２１２，０００円 ２１８，０００円
～４２３，０００円 ～４３２，０００円

25,000㎡超 ２５０，０００円 ２５７，０００円
～４８５，０００円 ～４９５，０００円

⑶ 建築物エネルギー消費性能適合性判定手数料

ア 計画作成時

手数料の額（１件につき）
区 分

改 定 前 改 定 後

住宅以外の建築物

300㎡以下 １０，０００円 １０，０００円
～２４２，０００円 ～２４７，０００円

300㎡超1,000㎡以下 １８，０００円 １８，０００円
～３０３，０００円 ～３０９，０００円

1,000㎡超2,000㎡以下 ２９，０００円 ２９，０００円
～３９１，０００円 ～３９９，０００円

床
2,000㎡超5,000㎡以下 ８５，０００円 ８７，０００円

面 ～５５８，０００円 ～５６９，０００円

積 5,000㎡超10,000㎡以下 １３５，０００円 １３８，０００円
～６８７，０００円 ～７０１，０００円

10,000㎡超25,000㎡以下 １７０，０００円 １７４，０００円
～８１２，０００円 ～８２９，０００円

25,000㎡超 ２１３，０００円 ２１８，０００円
～９２６，０００円 ～９４６，０００円

-33-



イ 計画変更時

手数料の額（１件につき）
区 分

改 定 前 改 定 後

住宅以外の建築物

300㎡以下 ６，０００円 ６，０００円
～１２２，０００円 ～１２４，０００円

300㎡超1,000㎡以下 １０，０００円 １１，０００円
～１５３，０００円 ～１５６，０００円

1,000㎡超2,000㎡以下 １７，０００円 １７，０００円
～１９９，０００円 ～２０２，０００円

床
2,000㎡超5,000㎡以下 ５１，０００円 ５２，０００円

面 ～２８７，０００円 ～２９３，０００円

積 5,000㎡超10,000㎡以下 ８１，０００円 ８３，０００円
～３５７，０００円 ～３６４，０００円

10,000㎡超25,000㎡以下 １０２，０００円 １０４，０００円
～４２３，０００円 ～４３２，０００円

25,000㎡超 １２８，０００円 １３１，０００円
～４８５，０００円 ～４９５，０００円

⑷ 性能確保計画軽微変更該当証明書交付手数料

手数料の額（１件につき）
区 分

改 定 前 改 定 後

住宅以外の建築物

300㎡以下 ５，０００円 ６，０００円
～６０，０００円 ～６２，０００円

300㎡超1,000㎡以下 ７，０００円 ８，０００円
～７７，０００円 ～７８，０００円
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1,000㎡超2,000㎡以下 １１，０００円 １２，０００円
床 ～９９，０００円 ～１０１，０００円

面 2,000㎡超5,000㎡以下 ２９，０００円 ３０，０００円
～１４３，０００円 ～１４７，０００円

積
5,000㎡超10,000㎡以下 ４４，０００円 ４６，０００円

～１７８，０００円 ～１８２，０００円

10,000㎡超25,000㎡以下 ５５，０００円 ５７，０００円
～２１１，０００円 ～２１６，０００円

25,000㎡超 ６９，０００円 ７１，０００円
～２４２，０００円 ～２４７，０００円

６ その他所要の規定の整理を行う。

（１及び３から６までは令和７年４月１日
から、２は令和７年７月１日から施行）
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議第４４号 岐阜県警察本部組織条例の一部を改正する条例について
[担当課：警察本部警務課]

地域部の所掌事務に、初動警察活動に関する事務を追加する。

（令和７年４月１日から施行）

議第４５号 岐阜県警察関係手数料徴収条例の一部を改正する条例について
[担当課：警察本部交通規制課]

自動車の保管場所の確保等に関する法律の一部改正により、自動車の保
管場所の位置等を表示する保管場所標章が廃止されることに伴い、次の手
数料を廃止する。

１ 自動車保管場所標章交付手数料
２ 自動車保管場所標章再交付手数料

（令和７年４月１日から施行）
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議第４６号 長良川新 橋下部工事の請負契約について
しんきょう

[担当課：道路建設課]

１ 契約の目的 公共社会資本整備総合交付金事業長良川新橋下部工事

２ 契約の方法 一般競争入札

３ 契 約 金 額 ５８３，０００，０００円

４ 契約の相手方 岐建・ＴＳＵＣＨＩＹＡ特定建設工事共同企業体
構成員
大垣市西崎町２丁目４６番地
岐建株式会社

大垣市神田町２丁目５５番地
ＴＳＵＣＨＩＹＡ株式会社

５ 工事の場所 一般県道大垣江南線
安八郡安八町森部地内

６ 工事の概要 橋りょう下部工
橋脚 １基

議第４７号 鉄嶺トンネル第３期工事の請負契約の変更について
くろがね

[担当課：道路建設課]

トンネル掘削時の周辺地盤の補強に伴い、契約金額を増額する。

契約金額 変更前 ２，２４４，０００，０００円
変更後 ２，９６６，３１０，６００円

（＋７２２，３１０，６００円）

※当初の契約内容

１ 契約の相手方 岐建・ＴＳＵＣＨＩＹＡ・久保田特定建設工事共同企業体

２ 工 事 の 場 所 一般国道３０３号

揖斐郡揖斐川町西横山及び坂内坂本地内

３ 工 事 の 概 要 トンネル工

延長７７０．００メートル

幅員７．００メートル

内空断面積４７．０５平方メートル

４ 契 約 年 月 日 令和５年１０月１２日
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議第４８号 乗鞍トンネル２期工事の請負契約について
[担当課：砂防課]

１ 契約の目的 公共道路災害復旧事業乗鞍トンネル２期工事

２ 契約の方法 一般競争入札

３ 契 約 金 額 ２，０３５，０００，０００円

４ 契約の相手方 大日本・市川・大山特定建設工事共同企業体
構成員
岐阜市宇佐南１丁目３番１１号
大日本土木株式会社

岐阜市鹿島町６丁目２７番地
株式会社市川工務店

高山市上岡本町３丁目４１０番地
大山土木株式会社

５ 工事の場所 主要地方道乗鞍公園線
高山市丹生川町久手地内

６ 工事の概要 トンネル工
延長２４１．００メートル
幅員７．５０メートル
内空断面積５３．８９平方メートル
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議第４９号 加茂高等学校第１棟建築工事の請負契約の変更について
[担当課：公共建築課]

労務費及び資材費の上昇等に伴い、契約金額を増額する。

契約金額 変更前 １，４８５，０００，０００円
変更後 １，５２１，５８４，９００円

（＋３６，５８４，９００円）

※当初の契約内容

１ 契約の相手方 岐建・栗山・ワタケン特定建設工事共同企業体

２ 工 事 の 場 所 美濃加茂市本郷町地内

３ 工 事 の 概 要 第１棟

鉄筋コンクリート造３階建

延べ面積３，８５１．２２平方メートル

昇降口

鉄骨造平屋建

延べ面積１２７．０８平方メートル

渡り廊下

鉄骨造２階建

延べ面積１４７．８２平方メートル

鉄骨造２階建

延べ面積１３５．２７平方メートル

アルミニウム合金造平屋建

延べ面積５７．９３平方メートル

自転車置場

アルミニウム合金造平屋建

延べ面積６６．００平方メートル

アルミニウム合金造平屋建

延べ面積３３．００平方メートル

アルミニウム合金造平屋建

延べ面積１９．８０平方メートル

アルミニウム合金造平屋建

延べ面積１９．８０平方メートル

アルミニウム合金造平屋建

延べ面積１９．８０平方メートル

アルミニウム合金造平屋建

延べ面積１９．８０平方メートル

アルミニウム合金造平屋建

延べ面積１９．８０平方メートル

アルミニウム合金造平屋建

延べ面積１９．８０平方メートル

アルミニウム合金造平屋建
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延べ面積１９．８０平方メートル

アルミニウム合金造平屋建

延べ面積１９．８０平方メートル

倉庫

鉄骨造平屋建

延べ面積３０．００平方メートル

灯油庫

コンクリートブロック造平屋建

延べ面積９．００平方メートル

４ 契 約 年 月 日 令和６年７月４日

議第５０号 包括外部監査契約の締結について
[担当課：行政管理課]

１ 契 約 の 目 的 包括外部監査契約に基づく監査及び当該監査の結果
に関する報告

２ 契 約 金 額 １１，０００，０００円を上限とする額

３ 費用の算定方法 基本費用、執務費用及び実費を合算した額

４ 費用の支払方法 監査の結果に関する報告提出後に一括払（ただし、
必要に応じて前金払をする。）

５ 契約の相手方 公認会計士
香田 浩一（こうだ ひろかず）
愛知県名古屋市千種区丸山町１丁目４２番地の２

６ 契 約 の 期 間 令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで
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議第５１号 県の行う第４期防災情報通信システム衛星系設備更新事業に対す
る市町村の負担金について

[担当課：危機管理政策課]

第４期防災情報通信システム衛星系設備更新事業について、市町村の庁
舎に備え付けられている設備の更新に要する経費に係る市町村の負担率
（事業費の２分の１）を定める。

議第５２号 県道の路線の認定について
[担当課：道路維持課]

県道の路線を次のとおり認定する。

起 点
備 考

重 要 な
路 線 名 起 点 重 要 な

終 点
経 過 地

終 点 経 過 地

岐 阜 岐阜インター
線

インター 岐阜市
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議第５３号 岐阜県強靱化計画の策定について
[担当課：危機管理政策課]

１ 策定の趣旨
どんな自然災害が起こっても機能不全に陥らず、いつまでも元気であ

り続ける強靱な岐阜県を作り上げるため、次の理念に基づき策定する。
じん

⑴ 想定外の常態化ともいえる自然災害に備え、強靱化の取組を強化す
る。

⑵ 自助、共助及び公助により命を守り、命をつなぐ。
⑶ 「清流の国」及び「木の国・山の国」の源である農山村及び中山間
地域を守る。

⑷ 日本の真ん中、東西・南北交通の要衝の地域として国全体の強靱化
に貢献する。

２ 基本目標
⑴ 県民の生命の保護が最大限図られること。
⑵ 県の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること。
⑶ 県民の財産及び公共施設に係る被害の最小化
⑷ 迅速な復旧復興

３ 施策分野ごとの推進方針
交通・物流
緊急輸送道路等の道路ネットワークの確保等 ほか１２項目

４ 主な目標指標
緊急輸送道路における要整備延長
４６３キロメートル（令和１１年度） ほか１２項目

５ 計画期間
令和７年度から令和１１年度まで
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議第５４号 岐阜県こども計画の策定について
[担当課：子育て支援課]

１ 策定の趣旨
全てのこどもが権利の主体として尊重され、夢や希望を持ちながら、

健やかに成長し、将来にわたって幸福な生活を送ることができる社会を
目指すため、今後５年間の政策の方向性を示す計画を策定する。

２ 政策の柱
⑴ ライフステージに応じた切れ目のない支援
⑵ 困難な状況にあるこどもへの支援
⑶ 子育て中の方への支援
⑷ 社会全体でのこども・子育て支援

３ 主な目標数値
こども家庭センターを設置する市町村数
４２市町村（令和１１年度） ほか４項目

４ 計画期間
令和７年度から令和１１年度まで
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議第５５号 地方独立行政法人岐阜県総合医療センターの第４期中期計画に関
する認可について

[担当課：医療整備課]

地方独立行政法人岐阜県総合医療センターの第４期中期計画（※）を認
可する。
※ 県が指示した第４期中期目標を達成するために地方独立行政法人岐阜県総合医療

センターが定める計画

１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標
を達成するための取組
⑴ 小児医療の拠点病院として、一般の医療機関では対応が困難な重篤
な小児患者を診療科を問わず２４時間体制で受け入れ、高度で専門的
な医療を提供

⑵ 地域がん診療連携拠点病院として、地域の医療機関と連携してあら
ゆる病期のがん患者に対して、診療ガイドラインに基づいた質の高い
医療を提供

⑶ へき地医療拠点病院として、医師不足地域や医師不足診療科、へき
地診療所等への人的支援を含む診療支援を継続 等

２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための取組
医療需要や患者動向の推移を見据え、長期的に安定した運営を考慮し

た医師、看護師、コメディカル等の計画的な採用や配置の弾力的運用を
行うほか、高度専門医療の水準の維持・向上のため、研修体制の充実を
図る。 等

３ 予算等
⑴ 予算（令和７年度から令和１１年度まで）
収入：１５７,７６５百万円
支出：１５５,８３６百万円

⑵ 経常収支比率１００％以上、医業収支比率１００％以上、職員給与
費対医業収益比率５０％以下の達成 等

４ 料金に関する事項
生命保険診断書等（※）の交付に係る手数料を引き上げるほか、第３

期計画において定めていた内容を踏襲
※ 生命保険診断書、自動車損害賠償保険診断書・明細書、恩給診断書、年金診断

書又は訴訟関係診断書 等

５ その他業務運営に関する事項
県全体の中核病院として、医師の診療応援等の支援や、看護師、コメ

ディカル等の医療従事者の人事交流等、岐阜県が設立した他の地方独立
行政法人との連携を推進する。 等
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議第５６号 地方独立行政法人岐阜県立多治見病院の第４期中期計画に関する
認可について

[担当課：医療整備課]

地方独立行政法人岐阜県立多治見病院の第４期中期計画（※）を認可す
る。
※ 県が指示した第４期中期目標を達成するために地方独立行政法人岐阜県立多治見

病院が定める計画

１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標
を達成するための取組
⑴ 救命救急センターと各診療科との緊密な連携により、２４時間を通
しての受入体制を維持するとともに、地域の医療機関等との連携を推進

⑵ 緩和ケア病棟を中心とした地域の医療機関との連携強化、研修会等
を活用した医療関係者の育成及び在宅で緩和ケアが安心して受けられ
るよう体制を充実

⑶ 医療的ケアを要する児を在宅でケアしている家族の支援のため、一時
的にケアを代替するレスパイトケアのための短期入所施設の運営 等

２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための取組
費用削減のため、ベンチマーク等を利用し、他病院の契約単価などの

情報収集をすることにより適正価格での調達を図るとともに、物流管理
システムにより診療材料の適正な在庫管理・消費管理を行い、過剰在庫
や死蔵在庫の発生を抑制する。 等

３ 予算等
⑴ 予算（令和７年度から令和１１年度まで）
収入：１２１,２９１百万円
支出：１２３,１９５百万円

⑵ 経常収支比率１００％以上、医業収支比率１００％以上、職員給与
費対医業収益比率５０％以下の達成 等

４ 料金に関する事項
生命保険診断書等（※）の交付に係る手数料を引き上げるほか、第３

期計画において定めていた内容を踏襲
※ 生命保険診断書、自動車損害賠償保険診断書、恩給診断書、年金診断書又は訴

訟関係診断書 等

５ その他業務運営に関する事項
職員の業務負担軽減や労働時間短縮のための業務効率化、タスク・シ

フティング等を推進するとともに、ワーク・ライフバランス休暇などの
有給休暇取得を促進し、職員の身体面だけでなくメンタル面も含めた、
心身の健康管理対策の充実に努める。 等
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議第５７号 地方独立行政法人岐阜県立下呂温泉病院の第４期中期計画に関す
る認可について

[担当課：医療整備課]

地方独立行政法人岐阜県立下呂温泉病院の第４期中期計画（※）を認可
する。
※ 県が指示した第４期中期目標を達成するために地方独立行政法人岐阜県立下呂温

泉病院が定める計画

１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標
を達成するための取組
⑴ 地域の医療機関との役割分担の明確化と連携を強化し、効率的で質
の高い医療体制を確保

⑵ 急性期から回復期にかけて一貫した多職種連携による最適なリハビ
リテーション医療の提供及び在宅復帰支援

⑶ 医薬品の有効性・安全性及び使用状況等を考慮し、後発医薬品へ変
更するなど、後発医薬品の使用を促進 等

２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための取組
医療需要の変化や患者の動向及び経営状況の変化に迅速かつ的確に対

応するため、組織及び職員配置の在り方を常に検証し、診療科の再編等、
診療体制の適正化に努める。 等

３ 予算等
⑴ 予算（令和７年度から令和１１年度まで）
収入：２３,８３６百万円
支出：２３,８７１百万円

⑵ 経常収支比率１００％以上、医業収支比率１００％以上、職員給与
費対医業収益比率７５％以下の達成 等

４ 料金に関する事項
第３期計画において定めていた内容を踏襲

５ その他業務運営に関する事項
土曜保育の継続実施、電子カルテ等によるアクセスログ管理やタイム

カードによる時間外勤務の適正化など職員の勤務環境の向上を図る。 等
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（専決処分の報告をするもの）

１ 県営住宅の明渡し等の請求に関する訴えの提起（報第1号） [担当課：住宅課]

被告となるべき者 １人

２ 損害賠償の額の確定

・交通事故に係るもの １４件

・道路事故に係るもの ３件

・その他事故に係るもの ３件

[交通事故に係るもの]

報第2号 発生年月日及び場所 令和6年8月13日 郡上市白鳥町中津屋地内

事 故 の 概 要 駐車場における停止中の車両への衝突

賠 償 額 ２７，５００円

[担当課：建設政策課]

報第3号 発生年月日及び場所 令和6年10月15日 高山市上三之町地内

事 故 の 概 要 停車中の車両への衝突

賠 償 額 ８２，０６０円

[担当課：教育管理課]

報第4号 発生年月日及び場所 令和5年7月28日 岐阜市江添地内

事 故 の 概 要 交差点における車両への衝突

賠 償 額 ２，３６５，５６０円

[担当課：警察本部監察課]

報第5号 発生年月日及び場所 令和6年4月30日 可児郡御嵩町上恵土地内

事 故 の 概 要 交差点における車両への衝突

賠 償 額 １，７８０，１５２円

[担当課：警察本部監察課]

報第6号 発生年月日及び場所 令和6年6月13日 可児市大森地内

事 故 の 概 要 交差点における車両との衝突

賠 償 額 １３７，７９０円

[担当課：警察本部監察課]
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報第7号 発生年月日及び場所 令和6年8月12日 多治見市東町地内

事 故 の 概 要 停車中の車両への衝突

賠 償 額 ２９２，５００円

[担当課：警察本部監察課]

報第8号 発生年月日及び場所 令和6年8月24日 大垣市東前地内

事 故 の 概 要 ブロック塀への衝突

賠 償 額 ２７，５００円

[担当課：警察本部監察課]

報第9号 発生年月日及び場所 令和6年9月14日 岐阜市中鶉地内

事 故 の 概 要 コンクリートブロックへの衝突

賠 償 額 １０，０００円

[担当課：警察本部監察課]

報第10号 発生年月日及び場所 令和6年7月18日 恵那市大井町地内

事 故 の 概 要 走行中の車両への衝突

賠 償 額 ２６２，５９２円

[担当課：健康福祉政策課]

報第11号 発生年月日及び場所 令和6年9月17日 中津川市茄子川地内

事 故 の 概 要 駐車場における駐車中の車両への衝突

賠 償 額 ６６，９０２円

[担当課：子ども家庭課]

報第12号 発生年月日及び場所 令和6年10月8日 下呂市乗政地内

事 故 の 概 要 家屋への衝突

賠 償 額 １３０，６２５円

[担当課：健康福祉政策課]

報第13号 発生年月日及び場所 令和6年3月8日 養老郡養老町三神町地内

事 故 の 概 要 交差点における車両との衝突

賠 償 額 ３６７，２６２円

[担当課：行政管理課]

報第14号 発生年月日及び場所 令和6年1月12日 岐阜市下奈良地内

事 故 の 概 要 交差点における車両との衝突

賠 償 額 ７３５，１３３円

[担当課：子ども家庭課]
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報第15号 発生年月日及び場所 令和6年8月15日 岐阜市早田栄町地内

事 故 の 概 要 駐車場における車両との衝突

賠 償 額 １０２，６６３円

[担当課：子ども家庭課]

[道路事故に係るもの]

報第16号 発生年月日及び場所 令和5年12月31日 高山市荘川町岩瀬地内

事 故 の 概 要 トンネル坑口上部からの落雪による車両の破損

賠 償 額 ６５３，３３０円

[担当課：道路維持課]

報第17号 発生年月日及び場所 令和6年5月28日 瑞浪市稲津町小里地内

事 故 の 概 要 法面からの倒竹による車両の破損

賠 償 額 ３２９，３７９円

[担当課：道路維持課]

報第18号 発生年月日及び場所 令和6年4月7日 岐阜市東川手地内

事 故 の 概 要 道路上の穴にタイヤがはまったことによる車両の破損

賠 償 額 ９１，４２６円

[担当課：道路維持課]

[その他事故に係るもの]

報第19号 発生年月日及び場所 令和6年10月18日 岐阜市学園町地内

事 故 の 概 要 運転免許更新手続の経由申請制度に関する問合せに対

し誤教示したことにより、更新手数料を納入済みであ

ったにもかかわらず、同制度が利用できなかった。

賠 償 額 ２，５５０円

[担当課：警察本部監察課]

事 故 の 概 要 引き取った亀を、所有者の有無を確認することなく、

緊急に防除すべき特定外来生物でないにもかかわらず

殺処分した。

賠 償 額 ２４３，０００円

[担当課：環境生活政策課]

報第21号 発生年月日及び場所 令和6年12月19日 岐阜市大字本荘地内

事 故 の 概 要 室外機のパネルが強風で校舎の屋上から落下したこと

による車両の破損

賠 償 額 １，０２３，７９２円

[担当課：教育財務課]
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（その他法令に基づき報告をするもの） 
 
 
報第２２号 令和６年度指定金融機関の状況について 

[担当課：出納管理課] 

 
       岐阜県指定金融機関の指定に関する条例第３条の規定により、地方

自治法施行令第１６８条の４第１項に基づいて実施する指定金融機
関の取り扱う公金の収納状況等の検査結果について報告するもの 

 
     １ 指定金融機関の名称 株式会社大垣共立銀行 
 
     ２ 検 査 結 果 指摘事項なし 
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